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1 ．背景および目的

　2012年は「日本の LCC元年」といわれ、
格安航空会社の運航が開始された。世界的に
は1978年米国・航空規制緩和法の成立が新規
航空企業の参入をもたらし、その結果航空

企業間の競争が進展して低コスト、低運賃
の LCCの出現と増大を促し、この米国に端
を発した LCCは、欧州、東南アジアとオセ
アニアには拡大した。しかしながら、日本に
定着するまでは20年余の時間が経過した。そ
して、LCC市場が未発達な段階の我が国に
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おいては、2013年の搭乗率および営業実績
では、関西国際空港を拠点とした全日空系
のピーチ・アビエーションは堅調であるが、
2014年にはパイロット不足で欠航というトラ
ブルを起こし、日本航空と合弁したジェット
スター・ジャパンは営業的には苦戦を強いら
れている。また、全日空と合弁したエアアジ
ア・ジャパンは実績が出せず提携を解消して
日本市場から撤退した。エアアジアは楽天と
提携して再参入を表明しているが、LCC市
場は混迷しているのが実情である。
　LCCの誕生は航空の自由化が起因であり、
LCCの全般的な先行研究としては、航空規
制緩和に関してはゲーツ i、サービス貿易の
自由化の観点からはキャスパーが考察してお
り、LCCのビジネスモデルであるサウスウ
エストに関しては、フライバーグ iiらが事業
特性に関して記述している。欧州に関して
は、ウイリアムズ iiiらが LCCの路線開設に
よる地域経済に与える影響に関して発表して
いる。アジアに米国の航空自由化に関して
は、塩見 ivが航空自由化と政策の規制のあ
り方を航空史と関連させて分析し、規制緩和
に関しては、戸崎 vが他の交通機関の領域ま
で拡大して研究している。
　欧州に関しては欧州共同市場の設立にむけ
た各国の経済統合の基本条約であるローマ条
約をうけて、ECの運輸政策の分析を橋本 vi

が行っている。小熊 viiは LCCのハイブリッ
ド化について欧州の動向を紹介し、チャー
ター航空企業の LCC化の進展にふれている。
また、アジアの LCCについては、フォーサ
イスらが、東南アジア諸国連合（ASEAN）
における航空自由化にむけた諸課題を政策、
産業の視点から解説している viii。この研究
では ASEAN域内航空自由化による企業間の
競争激化で航空企業の経営が圧迫される一
方、観光消費の増加等の経済的な恩恵が期待
されるが、各航空会社が新しい枠組みに適合
する戦略が異なるため、時間をかけて自由化

すべきであると指摘している。これらの研究
は、航空規制緩和と LCCの発達に焦点をあ
てたものが多く、航空事業を経営戦略として
検証している研究は少ない。
　本研究では、著者がかつて指摘した ix 

ASEANと異なる日本の航空市場の特性、特
殊性、すなわち、日本、韓国、中国といった
北アジアの国々が政治的、感情的な溝が大き
く共同体意識が全く醸成されていない地域に
おいて、日本の LCCの現状と可能性を模索
するものである。特に、日本における航空規
制緩和により新規事業として設立されたスカ
イマークが、設立当初は中堅新規航空会社と
して市場に参入したが、後述のように2011年
に LCCに変貌することを雑誌インタビュー
で表明したにもかかわらず、翌年には LCC

の本来の事業体から逸脱してプレミアムサー
ビスを表明し、2013年には長距離輸送、大量
輸送として国際線参入のために航空機を発注
した。しかし2014年には資金繰りにより断念
し、成田空港からも撤退していることに着眼
し、航空事業体としての LCCの日本におけ
る発展の可能性をさぐるものである。

2 ．日本における LCC の成長

　航空会社の優劣を決めるのはマーケティン
グ戦略である。航空会社は航空機メーカーか
ら旅客機を購入し、国や自治体等が設置する
空港を利用して航空機を運用する。このため
機材や空港というハード面での差は殆ど無
い。航空会社が相互に差別化を図るにはサー
ビスの向上によるか、運賃の引き下げの原資
となるオペレーションコストの引き下げによ
ることが中心となる。そして、オペレーショ
ンコストの引き下げの手段は、（ 1）航空機
材の運用効率の向上、（ 2）人件費の削減に
よるところが大きい x。LCCは消費者にとり、
サービスを簡略化して価格を下げる、着陸料
等の安い第二次空港から運航すると認識され
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ているが、日本においては成田や関空のよう
な基幹空港に乗り入れており、LCCにとっ
ては運航コスト削減が低価格維持の問題であ
る。その点で、人件費が割安な中進国や発
展途上国に拠点を置く LCCが有利となる xi。
しかしながら、2000年代後半まで、「格安航
空会社 LCC」という言葉は日本市場には全
く定着していなかった。
　低運賃を武器にした LCCは1970年代後半
に米国の航空輸送産業の自由化に伴い登場
し、欧州、アジアに拡大したものであるが、
我が国においては、1998年に航空規制緩和
の第一号として運航開始したスカイマーク
エアラインズ株式会社 xiiが、その経営理念
に、「競争を通した低運賃の提供」を掲げ、
既存の日本航空や全日空に比較して低運賃
を提供する戦略を明確にして市場に参入し
た。しかしながら、スカイマークは日本にお
ける LCC元年である2012年直前まで、自ら
を LCCと位置づけたことはなかったのであ
る。スカイマークが広告宣伝で最も長く用い
たコピーは、「空をもっとカジュアルに。（創
業時から－2006年 1 月）」であり、価格の安
さは謳っていない。それは日本人には「安か
ろう、悪かろう」という精神風土があり、価
格の安さは航空会社の生命線である安全性に
対する疑念を消費者に抱かせる可能性を配慮
したためである。1998年に羽田－福岡線で運
航を開始したのは日本国内定期航空運送事業
の新規参入が1963年の長崎航空以来35年ぶり
という快挙であり、機内サービスを簡素化し
普通運賃を他航空会社の普通運賃の半額程度
に抑え、平均搭乗率80％以上を記録した。し
かし、新聞雑誌等は機内サービスの一環であ
るという環境に慣れている乗客からのクレー
ム、および既存大手航空会社がスカイマーク
便前後の自社便の割引運賃をスカイマークと
同一水準へ値下げするという対抗策をとった
結果、スカイマークは次第に搭乗率を下げ平
均搭乗率が60％を切ることが多くなり赤字経

営となったという経緯がある。
　日本において初めて自らを LCCとしたの
は、2007年に関西国際空港とオーストラリ
ア路線を結んだ、カンタス航空の子会社の
LCCであるジェットスターである。ジェッ
トスターは日本就航時には「No. 1 LCC」と
いう広告コピーを使用し、日本のマーケット
に格安航空会社 LCCの地位を築いたといえ
る。それは、同社の報道資料をみると、必ず
「カンタスグループの航空会社であるジェッ
トスター航空は」と記載しており、創業は
1920年代であり、世界で最も安全な航空会社
という評判を勝ち得たこともある親会社のブ
ランドを利用し、格安であっても安全性が担
保される印象を与えている。

3 ．日本型 LCC の現状

　2013年10月15日の日本経済新聞は LCC各
社の決算を報じており xiii、官報に掲載され
た決算報告ではジェットスター・ジャパン
は売上高128億円に対して88億円の赤字を計
上した　エアアジアも36億円の赤字であり、
ピーチ・アビエーションは 9億円の赤字に留
めており、近い将来の黒字化に目途がついた
と記載されている。2012年以降、日本におい
て LCCとみなされている航空企業について
現状を記述する。

3 － 1　ジェットスター・ジャパン
　ジェットスター・ジャパンは、2012年 3 月
12日に、豪州カンタスグループ、日本航空、
三菱商事および伊藤忠商事系の総合リース会
社東京センチュリーリースが出資し xiv、東
京の成田空港をハブ（運航拠点）として設立
された。翌年、大阪の関西空港を第二のハブ
としている。ジェットスターは豪州カンタス
グループの LCCとして発足し、日本就航は
2007年であるが、アジア・太平洋地域の展開
の一環として日本事業を立ち上げたものであ
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る。2008年 7 月に成田空港を拠点に運航を開
始し、2013年度末段階で国内10都市に路線を
展開した。カンタスグループの戦略として
は、LCCであるジェットスター部門は、豪
州・ニュージーランドを基本としてシンガ
ポールやベトナムにおいて事業を拡大してお
り、ジェットスター香港の事業展開も計画さ
れる中、ジェットスター・ジャパンの設立は
重要であった。一方、日本航空は、既存の航
空事業の展開を発展させながら低価格を武器
に新規市場の開拓を進めるためにはビジネ
スリスクの低減が必要であり、カンタス主
導の LCC事業に参入したとみるべきである。
ジェットスター・ジャパンは初年度に88億円
という赤字を計上 xvしたが、主要株主であ
るカンタス航空と日本航空はグループ経営戦
略の観点から事業継続が必要と判断し、両社
で合計110億円の増資を決定している xvi。カ
ンタス航空の報道資料によれば、「世界第 3
位の経済大国である日本での LCC事業展開
は、大きな市場潜在性があるため資本投下し
た」と説明しており xvii、日本航空は、平成
25年 3 月期の有価証券報告書において、日本
航空の既存航空事業部門は上質なサービスを
提供して高単価が見込める路線への経営資源
の選択・集中を進めて LCCとは一線を画す
が、LCCが提供する低価格市場は新規需要
の創出が見込めるため、出資したと記載して
いる。

3 － 2 エアアジア・ジャパンからバニラ・
エアへ

　エアアジア・ジャパンは2011年 7 月21日、
全日本空輸（現 ANAホールデイングス）と、
マレーシアのエアアジアが共同で出資し、格
安航空会社を設立させることに合意し、同
年 8月31日に設立された。出資比率は無議
決権株式も含めると ANAが51％、エアアジ
アが49％である。ブランド・機体塗装・機内
サービスは、既に日本国外で成功していたエ

アアジアのビジネスモデルを踏襲し、事業運
営はエアアジアが主導した。翌年2012年には
運航拠点を成田空港として日本国内線では成
田から中部、札幌、福岡、那覇を運航し、近
距離国際線として成田とソウル、プサン、台
北を結ぶ路線を開設した。しかしながら、全
日空とエアアジアで事業運営上の課題が克服
できず、2013年 6 月には両社は提携解消を発
表し、2013年10月に運航を停止した。提携解
消の背景には、日本流ビジネス文化に対する
双方の親会社の意識の溝があったとされてい 

る xviii。エアアジア側が日本国外で成功して
いたビジネスモデルを持ち込みたいのに対
し、ANA側は日本に適したサービスを求め、
双方の意見の溝は埋まらなかった。提携解消
発表時、ANAは今後も成田空港を中心とし
た LCC事業は続ける方針であるとした。当
時搭乗率は53％と、採算ラインの70％を下
回っていた。不振の理由には、成田空港の23
時以降就航が制限された事により機体のやり
くりの関係で欠航が増加したこと、欠航時の
代替交通手段や宿泊施設の手配を行わないこ
と等が報道されている xix。また、全日空側
が主張した日本独自のサービスである旅行会
社経由での航空券購入については、エアア
ジア側は提携解消時まで難色を示していた。
2013年 3 月期の営業損益は35億円の赤字で
あった。
　2013年 7 月30日に ANAホールディング
スが、エアアジア・ジャパンを継承する新
LCC会社の構想を発表し、エアアジア･ジャ
パンを社名変更し、同年12月末より就航する
とした。ビジネス客は親会社の ANAが担当
し、新 LCCのコンセプトは「リゾート」と
し、成田空港をハブにする事情より、日本国
内路線での需要確保が困難と判断したため、
日本国外の観光路線に特化するとした xx。
2013年 8 月20日に、2013年11月 1 日付で社
名をバニラ・エアに変更し Simple, Excellent, 

New Basicという 3つのコンセプトで再開す
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るとした xxi。社名変更に伴い、エアアジア
流のサービスを、日本流の親しみやすいサー
ビスに変更し、日本人の嗜好に合わせたビジ
ネスモデルを追求し、第 1段階としてウェブ
予約サービスを刷新し、エアアジアのシステ
ムの流用から新規開発システムに切り替え、
チェックインの締め切り時間も45分前から30
分前に改めた。また、手荷物を預ける費用に
関しても、一部の料金プランを除いて20kg

までは無料に改めた。経営方針が変化したこ
とで、ANAセールスやH.I.S、ビックホリデー
などによる募集型企画旅行も実施されるよう
なり、2013年12月20日にバニラ ･ エアとし
て、東京 /成田－沖縄 /那覇線と台北 /桃
園線で運航再開した。
　一方、エアアジアは提携解消後に日本への
再進出計画を発表し、提携解消時点で複数社
と交渉していることを明らかにした。また提
携解消後の2013年 8 月にエアアジア CEOの
トニー・フェルナンデスが、日本事業失敗の
理由としてコスト構造・路線選択・経営者の
判断を挙げ、エアアジア側には問題はないと
している xxii。2014年 2 月14日に、ブルーム
バーグが CEOのフェルナンデスに行ったイ
ンタビューで、日本での事業提携先を絞り込
んだことを明らかにし同年 3月14日、中部国
際空港内に準備会社「AAJR株式会社」を設
置して2015年をめどに新会社を設立するこ
とを発表した xxiii。2014年 7 月 1 日に記者会
見を行い、2015年夏ダイヤから 2機で就航
し、2015年中に 4機体制化し、2016年以降は
毎年 5機ずつ導入すると発表した。株主はエ
アアジアが49％、楽天が18％、ノエビアホー
ルディングスが 9％、アルペンが 5％、オク
ターヴ・ジャパン インフラストラクチャー
ファンドが19％をそれぞれ出資したと明らか
にした xxiv。本論文執筆現在（2014年 9 月）
では、拠点空港は中部国際空港と報道されて
いる。

3 － 3 ピーチ・アビエーション
　ピーチ・アビエーションは、2010年 9 月
に全日空が香港の投資会社ファーストイー
スタン投資グループとともに設立すると発
表し xxv、その後㈱産業革新機構が資本参加
し、2012年 3 月より関西空港と新千歳ならび
に福岡を結ぶ路線で運航を開始した。トータ
ル・ブランディングはシー・アイ・エー xxvi

が担当し、また、アドバイザーとしてライア
ン・エアーの元会長パトリック・マーフィー 

（Patrick Murphy）を迎えている。ANAホー
ルディングスは株式の38.67％を有する筆頭
株主であるが、連結対象外であり、ANAが
100％株式を保有する完全子会社であるバニ
ラ・エアとは所有関係面では異なる。ANA

グループの各社とはコードシェアやマイレー
ジサービスの連携などは行っていないが、グ
ランドハンドリングの委託や乗務員の訓練な
ど、多方面においての協力関係がある。現
在、国内線では関西空港より新千歳、仙台、
成田、福岡など 9路線および韓国、香港、中
国の路線を展開している。

3 － 4 スカイマーク
　スカイマークは1996年に旅行会社の創業
者である澤田秀雄により設立され、既存航
空との競争を通して利用者ニーズに対応す
る低運賃を提供したが、大手既存航空会社が
対抗策を実施したため、搭乗率が下がり苦戦
した経緯がある。同社のウエブページの事
業の目的では、「厳しい競争にさらされてい
る国際線市場では運賃の低廉化には目を見張
るものがあり、メリットが利用者に還元され
ている一方で、国内線市場では運賃が高止ま
り状態にあり、利用者の不満は高まっており
ました。当社は、このような国内線市場に
参入し、競争状態を生み出し、利用者便益
の向上に資することを目的に設立されまし 

た。」xxviiとあり、自らを LCCとは名乗って
いないが、2011年 4 月12日に成田空港発着の
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国内路線参入発表に際してし、同社社長西久
保慎一は、「スカイマークを LCCの最終形と
位置づける」と表明して、本学的な LCCビ
ジネスモデルによる事業展開を明言してい
る。しかし、2013年半ばには国内路線で中型
機エアバス A330の導入を発表し、2014年に
国際線参入を発表している。この時、同社の
国際線について、超大型機エアバス380を導
入して低価格だが高品質のサービスを提供す
る、すなわち国内線では従来の LCCのビジ
ネスモデルであるサービスを削除したノンフ
リル型を行うが、国際線ではプレミアムエコ
ノミーまたはビジネスクラス等の高級化を目
指す意向を示している。しかしながら、2014
年に機材購入に関するエアバス社との諸問題
があり、当初の経営戦略を継続できるかは疑
問であり、これに関しては後述する。

4 ． LCC 発達の契機となった諸外国の
航空規制緩和の動向

　2012年が日本の LCC元年といわれている
が、諸外国では80年代からこの業態が出現し
ていたことは前述した。課題を明確にするた
めに、背景を記述する。
　戦後の国際航空は1944年11月に米国の呼び
かけで連合国を中心とする52か国の参加によ
り開催されたシカゴ会議のシカゴ条約で枠組
みが構成された xxviii。その後の航空輸送の
枠組みが決定されたが、当時すでに航空の自
由化を推進したい米国の思惑と戦後復興を重
視する他の国々の思惑が対立し、多くの点で
合意に達していないといわれている。そのた
め主に商業活動に関わる具体的な項目は二国
間協定に任せることとなり、これは後年、国
ごとの航空協定が約4000も存在する事態とな
り、見直しの必要性の提言が増大した。二国
間協定の基礎は英米間のバミューダ協定 xxix

であり、日本は以遠権 xxxを保有する米国に
対して長年不平等の位置にあった。

4 － 1 米国の動向
　米国では1978年のカーター政権時に航空規
制緩和法が成立し、航空自由化が進んだ。そ
れまでは既存航空会社の輸送権益が固定化さ
れており、この法律により、航空路線の新規
参入、撤退の自由や運賃制定の自由が認めら
れた。大手の既存航空会社は新規参入企業に
対抗するために路線集中化のハブ空港の構
築、CRSxxxi、FFPxxxiiというマーケティン
グ戦略が加速した。80年代には初期型 LCC

としてピープルエキスプレスなどが登場して
安価な運賃で既存航空会社と旅客獲得競争を
展開したが、既存航空会社は経営基盤が脆弱
な新規航空会社をターゲットに露骨な価格競
争を行い、1978年から1989年の10年間に88社
が新規参入したが、そのうち83社が撤退を余
儀なくされた。1990年代に後に LCCのビジ
ネスモデルといわれるサウスウエスト航空が
躍進したが、これはハブ空港を利用せず地
方都市の 2地点を運航し、航空機材の統一、
サービスの簡略化などコストの効率化等で
マーケティング革新を行い成功したものであ
る。
　サウスウエスト航空は、ハブ空港を避けて
使用料の安い 2次空港に発着する戦略であ
り、これが LCCの基本である。しかしなが
ら、欧米のように車社会の場合は公共交通機
関が未発達な 2次空港で際立った不便は見当
たらないが、日本においては通用しないこと
が多い。サウスウエスト航空は、テキサス州
の銀行家が州内のダラス、ヒューストン、サ
ン　アントニオの航空移動が不便で高額であ
ることに疑問をもち、60年代後半に航空会社
設立を提案したのが発端であるサウスウエ
スト航空は、1978年のカーター政権時のア
メリカの航空規制緩和をうけて基本戦略で
ある「低運賃、高頻度運航」の理念を継続
し、他社のように「ハブ・アンド・スポーク
型」と呼ばれるネットワーク形態を構築せ
ず、保有機材であるボーイング737の航続距
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離や収容力を最大限に活用し、 2地点間の輸
送に重点を置く「ポイント・トゥ・ポイント
型」の輸送に徹した。つまり、ある程度の集
客が見込める短距離・中距離の路線を開設
し、それらの路線を相互につなげてゆくこと
でネットワークを拡大する手法をとったので
ある。サウスウエスト航空は基本的には一度
就航した地区からの撤退はせず、着実に路線
網を拡大していった。さらに、他の航空会社
が市場シェアの拡大を重視する中で、サウス
ウエスト航空は徹底的に利益を重視した経営
を行った xxxiii。特に、事業戦略として搭乗
ゲートでの折り返し時間を短縮する点は、従
業員の高い生産性や航空機のユニットコスト
低下と結びつけられており、航空機は150席
程度の中型機で単距離を多頻度運航するこ
と、また機内食等を廃止してケータリング等
の地上滞留時間を短縮して航空機の稼働率を
向上させた。流通コストに関しては、航空券
を発券しないチケットレスをいち早く導入
し、ウェブによる予約など旅行会社を経由す
る間接販売は廃止した。FFPは搭乗マイル
ではなく航空券の金額でポイントが加算され
る方法である。国内線のみを運航する戦略を
継続し、提携会社のコードシェアでカナダや
アイスランドをカバーしている。日本経済新
聞は、2014年 7 月から自社ブランドで国際線
に参入 xxxivと報道したが、本論文執筆時点
では、実行されていない。（財）運輸政策機
構によれば、2012年現在、米国国際線におけ
るLCC旅客数の国際線シェアは3.9％であり、
国内線は27.7％である xxxv。

4－ 2 欧州の動向
　欧州では単一市場に向けて1957年にローマ
条約が締結されたが、航空運輸部門に関して
は各国のナショナル　フラッグ　キャリアに
与えられた権益を配慮し、具体的な規制はさ
れていなかった。1987年に欧州裁判所がロー
マ条約の一般規則はすべての商業活動に適用

されるという判断を下したため、欧州閣僚
理事会では EU域内市場を統合するための航
空自由化を 3段階で推進することを決定し
た。すなわち、1988年にパッケージ Iという
関連法が発効し、ゾーン制による運賃設定の
自由化に始まり、1997年までに運賃および参
入を原則自由にすることが出来るようになる
とともに、一定の条件下で域内の他の加盟国
の国内二地点を運航できるようになった。現
在、旅客輸送数で国際線では最大の旅客を運
送するライアンエア（Ryanair）は1985年創
業のアイルランドに本拠地をおく代表的な
LCCであり、2013年実績では7,900万人であ
る。 2位のルフトハンザドイツ航空は 5千万
人台、エールフランスや英国航空は 3千万人
台と大きく水をあけている。また、国際線旅
客運送の上位10社のうち上位 3社をイージー
ジェット EasyJet、エアベルリン AirBerlinと
いった LCCが占めている xxxvi。ライアンエ
アとイージージェットはサウスウエストモデ
ルを忠実に踏襲しており、第二次空港の利
用、機内サービスの廃止または有料化、オン
ライン販売、エコノミー席のみで座席指定無
しまたは有料化、機種の統一、中距離路線の
運航を継続している。

4 － 3 ASEAN
　東南アジア諸国連合（ASEAN）は2015年
の ASEAN共同体構築に向けて様々な取り
組みを展開している。航空市場においては、
1995年以降、段階的に航空自由化を進めてお
り、近年では2004年に合意された「航空輸送
部門統合に向けたロードマップ（Roadmap 

for Integration of Air Travel Sector: RIATS）」
がその中核に位置づけられてきた。2007年、
ASEAN首脳会議が採択した ASEAN経済共
同体ブループリントにおいて ASEAN単一
航 空 市 場（ASEAN Single Aviation Market: 

ASAM）が最終目標に設定され、RIATSを内
包するより包括的な取り組みとしてのASAM
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構築に向けた準備が進められてきた。経済要
素としては、市場アクセス、チャーター、航
空会社の所有と支配、運賃、商業活動などが
挙げられ、ASEANの共同市場構築にむけて
は EUが協力すると言われている。
　ASEANとの多国間航空協定に関しては、
中国が先行しており、2012年にも第 5の自
由（以遠権̶外国で旅客または貨物の搭乗載
を行い、さら第三国へと輸送する権利）につ
いて合意形成されることが期待されていた
が、途上である xxxvii。韓国との航空協定に
関しては、第 5の自由までを見据えて、ワー
キング・グループでの議論が始まっている。
ASAMでも対話パートナーとの多国間航空
協定においても、現時点では第 5の自由まで
が目標とされており、EUが実施したような、
第 6の自由（本国をハブとする第三国間輸送
の自由）、第 7の自由（ゲージ権̶第三国間
輸送の自由）、第 8の自由（カボタージュ̶
他国の国内輸送）までは含まれていない。

5 ． 我が国の航空自由化の進展　－航
空政策と運賃

　LCCの成立条件としては、航空の自由化
が基本であることは既に述べたが、日本の航
空政策および航空市場の変遷について概要を
整理する。
　1944年11月のシカゴ会議において、第二次
世界大戦後の民間航空の枠組みが決められ
た。敗戦国である日本は GHQにより航空機
製造および航空会社運営等一切の航空関連が
禁止され、1951年に民間出資の日本航空会社
が設立された。これは営業のみを許可された
企業であり、運航は米ノースウエスト航空に
委託していた。サンフランシスコ講和条約の
発効により1952年に航空法が施行され、米国
との航空協定を締結した後、1953年に政府出
資を加えた、日本航空株式会社が設立され
た。1958年には日本ヘリコプター輸送と極東

航空が合併し、全日本空輸株式会社が発足
し、同年日本はシカゴ条約に参加することが
許可された。
　その後、日本経済の成長とともに航空輸送
は発展したが、諸外国の航空会社との競争や
航空企業の秩序ある発展を目指し、日本政
府は航空会社の事業領域の棲み分けである、
「45・47体制」xxxviiiを施行し、これが1985
年まで継続することになる。これは極めて保
護色の強い政策であり、国内航空会社は堅調
に発展したが、相互で競合することはなく、
世界の競争市場に対して遅れをとり、また航
空運賃に対する消費者意識の醸成も遅れたと
いえる。1980年代には順調に市場が拡大し欧
州を中心に航空自由化が進展し、90年代には
我が国にも自由化をうけて新規の航空会社が
相次いで設立された。しかしその事業モデル
は既存航空会社の経営手法を踏襲し、ただし
路線は地域に特化、機材は小型機利用でコス
トを削減し小規模市場をターゲットとしたも
ので、その多くが事業不振による累積債務が
増大して大手企業の出資をうけながら運航を
続行している xxxix。
　航空運賃に関しては、国際線運賃では日本
は1993年まで国際航空運送協会（IATA）が
運賃調整会議で決定する世界の航空会社の
共通運賃（IATA運賃）のみを適用してい
た。しかし本来ならば旅行会社にパッケージ
ツアー用として航空会社が卸していた運賃
が、単体で市場に流通するようになった。そ
して格安航空運賃が登場して公示されている
IATA運賃と市場の実勢価格の乖離が拡大し、
運賃政策の改訂が行われて航空会社が独自に
運賃を設定することが可能になった。国内線
運賃は、1996年に上限から25％以内の幅であ
れば自由に普通運賃の設定ができる幅運賃制
度が導入され、2000年の航空法改正に伴い、
運賃は完全に自由化されさまざまな割引タイ
プの運賃が存在した。
　国際線の自由化であるオープンスカイは、
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国際航空における政府規制を撤廃することで
ある。日米航空協定において、米国側は国力
を背景に日本にオープンスカイを長年要求し
てきていたが、日本政府は既存の航空権益の
不公平を是正することを主張してオープンス
カイの受け入れは拒否してきた。一方、1997
年に結成されたユナイテッド航空、ルフトハ
ンザ　ドイツ航空などの包括提携グループで
あるスターアライアンスに始まる航空連合で
は、各国の航空政策とは別に、同一航空アラ
イアンス内企業間の包括的業務提携をマーケ
ティングや販売協力、コードシェアにより市
場シェア便の増大による路線拡張が行われる
ようになった。2007年 5 月に日本政府はアジ
ア・ゲートウエイ戦略会議により発表された
「アジア・ゲートウエイ構想」の最重要項目
10のトップに航空自由化にむけた航空政策の
転換を謳い、「成田・羽田の発着枠について
は戦略的・一体的に国際ネットワーク拡充」
また「首都圏空港の容量拡大にむけての施策
を検討」とした。また、2010年に米国および
韓国との協定締結に始まり、現在では26か国
とオープンスカイ協定が結ばれている。これ
により、路線は自国内地点、中間地点、相手
国内地点及び以遠地点のいずれについても制
限なく選択が可能であり、自由にルートを設
定することができる。便数、参入企業、コー
ドシェアも基本的に制限は行わない。行政に
よる供給量の規制が殆ど無くなり航空会社の
裁量による運航が可能となるが、航空企業は
通常の手続きにより希望する空港の発着枠を
確保することが必要であり、航空会社が運航
を求める時間帯は空港の発着枠が満杯である
など、文字通りの自由にはならないのが現状
である。
　しかしながら、日本がオープンスカイに舵
をきったことが海外 LCCの日本市場への参
入を促し、日本の LCC元年に結びついてい
るのである。

6 ． スカイマークを含む日本型 LCC の
課題

　LCCは欧州のライアン　エア、イージー
ジェット、アジアのエアアジア Xに代表さ
れる独立系の LCCとジェットスターのよう
に大手企業であるカンタス航空が子会社とし
て運航する大手航空会社グループ内の LCC

に大別される。日本のピーチアビエーション
やバニラエアも後者に属しているが、エアア
ジア・ジャパンの失敗は、独立系 LCCが日
本の大手企業の全日空と組み、経営戦略が異
なるために決裂した例である。
　世界で成功している大手航空会社の子会社
である LCCの特徴を整理する。
　2007年に日本に初就航し、LCCの名称を
日本市場に定着させたジェットスターは、カ
ンタス航空のグループ内 LCCであり、カン
タス航空の経営戦略の中で 2ブランド制、す
なわちビジネス客対応のフルサービスと低価
格重視の LCCを共存させる一環で設立され
たものである。この戦略では、カンタス航空
が2001年にオーストラリアの地域航空である
インパルス航空を買収し、2004年にジェット
スターの名称に切り替えたがカンタスの本体
に吸収されることなく、独立性が確保した新
ブランド会社として運航している xl。このよ
うにグループ内に全く異なる DNAを温存さ
せている例としては、ルフトハンザドイツ航
空とグループ内 LCCのジャーマンウイング
スの例がある。
　ジャーマンウイングスは、1993年に設立さ
れたユーロウイングスの100％子会社で2002
年に設立され、2009年にユーロウイングスと
ともに、ルフトハンザの完全子会社となっ
た。2013年 1 月に Germanwings Gmbhとし
てユーロウイングスの機材も含めて90機が
国内および EU域内の1800万人の旅客サービ
スを担うことになった xli。ルフトハンザ便
のフランクフルト空港とミュンヘン空港発着
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以外の国内線の運航の移管が開始され2014年
度中に終了する。ここで特筆すべきは、大手
航空会社であるルフトハンザドイツ航空は、
LCCを買収して傘下におさめ、別ブランド
で自社のハブ空港であるフランクフルト空港
およびミュンヘン空港以外の国内線を LCC

に移管し、その LCCを独立企業にしたとい
う特徴で、この点でカンタス航空の戦略と同
種といえる。ルフトハンザは自社ブランドで
国際線および EU域内の基幹路線を大型、中
型機で運航し、ハブ空港からのフルサービス
の国内線、EU域内運航路線の一部をルフト
ハンザ　シティラインという別ブランドに移
管している。シティラインはマイレージサー
ビスもあり、専用ラウンジもある。ルフトハ
ンザ　シティラインとユーロウイングス及び
ドイツの地域航空会社であるアウグスブルク
航空、エア ドロミティは、ルフトハンザ　
レギオナール（リージョナル）という航空連
合を結成している。ボンバルデイアやエンブ
ラエルのようなリージョナルジェト機使用
で、 4社の域内の提携航空会社はヨーロッパ
内で150機の航空機を展開し 1週当たり5,700
フライト379,660座席を提供している xlii。端
的にいえば、ルフトハンザの経営戦略では、
ハブ空港から運航する路線と機材、地方都市
間を運航する機材とサービス、LCCブラン
ドの展開を明確に分けていることである。
　既存の大手航空会社が LCC事業に参入し
た例は、ユナイテッド航空のユナイテッド
シャトル、デルタ航空のデルタエクスプレス
等があるが、グループ内に営業戦略の異なる
複数ブランドを成功させている企業は少な
い。最近ではエールフランス航空が単距離便
の競争激化に対応するために近距離便の大半
を傘下の LCCであるトランサビア航空に移
管する経営再建案を表明し、パイロット組合
の反発とストライキの結果、方向転換を余儀
なくされたことがある xliii。従来の多くの大
手航空会社グループ内 LCCは、既存航空会

社の出向者を受け入れ、予約、発券、空港の
オペレーションなども従来の方式を踏襲し
て、本来の LCCのビジネスモデルに抜本的
に変更することができなかったことが大きい
のである。
　さて、LCC運営に関する事例を反芻した
後に、スカイマーク社の経営戦略を検証す
る。
　スカイマーク社は1990年代に登場した時
は、LCCとは表明せず、大手航空会社より
低運賃を提供し、運航機材も統一して国内線
専業というビジネスモデルを展開した。そし
て2011年に成田空港から就航する記者発表で
は、翌年開始する国産 LCCとの競争を視野
に、サービスの簡素化や更なる低運賃価格帯
を提供する LCC的事業を開始すると明言し
ている。2013年には機内座席に「客室乗務員
は保安要員であり乗客サービスはしない」と
いう趣旨の文書を配布し、物議をかもしてい
る vliv。一方2013年半ばには、日本の国内幹
線でエアバス A330を導入し、全席プレミア
ムエコノミークラス、すなわち高品質のサー
ビス提供を発表した。これは自社ブランド
で、LCCとプレミアムサービスを共存させ
ることである。そして2014年に国際線に参入
し、総投資額1915億円で長距離国際線用に超
大型機である座席数が500席から800席という
エアバス A380を導入し、エコノミークラス
を廃止して全席をビジネスクラスとプレミア
ムエコノミーにすると発表した。
　スカイマーク社は、FFP（マイレージサー
ビス）などのマーケティングツールは無く、
一つの企業、一つのブランドで異なる商品
（サービス）を共存させるという非常に理解
し難い戦略を展開しているのである。スカイ
マーク社の国際線は、成田・ニューヨーク、
成田・フランクフルトという長距離ビジネス
路線である、これは日本航空、全日空　ユナ
イテイッド航空、アメリカン航空、デルタ航
空、コンチネンタル航空、ルフトハンザドイ



大島愼子：航空自由化と LCCの展開　日本型 LCCの課題と考察

─ 41 ─

ツ航空など大手航空会社で航空アライアンス
連合により、乗継便、空港ターミナル、マイ
レージ等のあらゆるサービスを包括的に行う
路線である。スカイマーク社の困難は、アウ
トバウンド（日本出国）を集客したとしても、
インバウンド（日本入国）便の集客をネット
販売だけで、アライアンスのコードシェア便
として集客する先発大手企業と戦えるかとい
うことである。　本年 7月に、エアバス社は
スカイマーク社との契約解除を申し出てお
り、現段階ではスカイマーク社が大手既存企
業のバックアップを受けることも視野に、戦
略の見直し提言している。
　スカイマーク社は、円安による燃料費の負
担増や LCCとの競争による搭乗率の伸び悩
みなどで2014年 3 月期決算と14年 4 ～ 6 月
期決算の営業損益が赤字とし、 7月31日には
不採算路線の廃止を表明した。続いて 8月14
日に成田空港からの撤退を発表し、羽田空港
発着を中止として最大69％の運賃値上げの検
討を表明している xlv。その後10月25日には
成田空港発の最終便を終了した。報道では、
運航休止および完全撤退と分かれており、ス
カイマーク社は将来路線を再開したい旨を発
表している。航空会社は空港の発着枠、すな
わち発着の時間帯が最重要である。撤退は発
着枠を失うことであるため将来路線再開を計
画した場合に、発着枠によりマーケティング
戦略が左右される。

7 ． 結論

　本研究の課題は ,欧米諸国から相当遅れて
2012年に LCC元年として国産 LCCが登場し
たが、困難な状況にあること、また日本の航
空規制緩和の象徴として登場したスカイマー
クの経営戦略の変遷に着眼し、当社を中心に
日本市場に LCCが定着するための条件を明
確化することにある。スカイマーク社が果た
して LCCの範疇に入るか否かは、すでに記

述したように、社長自ら LCCとしての発言
やプレミアムサービスの発言と幅が広く、確
定することは困難であるが、新規航空会社の
範疇でとらえる。
　第一は、日本版 LCCビジネスモデルを構
築可能かということである。
　LCCのビジネスモデルは単距離を統一し
た航空機材で多頻度運航すること、短時間で
あるがゆえに乗客も機内サービスを期待せ
ず、低価格を選択するのである。またイン
ターネット利用の直接販売である。スカイ
マーク社が参入を計画した日米、日欧路線は
単距離ではない。これは2010年の日本航空の
破綻により、同社の経営再建の過程で職員の
大量解雇と旧式の大型機材の退役に拍車が
かかり xlvi、同社の提供座席は破綻前の2008
年と2012年の破綻後ではエコノミークラスは
46.5％の減少となった。欧米の遠距離目的地
のパッケージ旅行を主催する旅行会社では商
品造成上航空座席確保のために長距離 LCC

運航は必要であるのは事実である。しかしな
がら、LCCは本来流通コスト削減の必要性
から旅行会社経由の間接販売をさけるわけで
あり、ここに経営戦略の分かれ目がある。エ
アアジアジャパンが全日空と連携を解消し、
全日空は独自に LCCのバニラエアを設立し
として旅行会社経由の間接販売を開始してい
る。エアアジアは本論文執筆時では楽天と連
携する意向であった。楽天はとしては異業種
からの参入としてとしてインターネット上に
楽天トラベルを運営しており、エアアジアは
ネット販売、ホテル等の地上手配で旅行を可
能にする企業と組むことを決定したわけであ
り、大手航空会社のDNAは不要なのである。
　第二はブランド構築である。スカイマーク
社は LCCと認定していない客層も低価格運
賃を提供する航空会社というイメージをもつ
航空会社である。大手航空会社ではブランド
戦略がすすみ、アジアの例としてはシンガ
ポール航空は、長距離フルサービスはシンガ
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ポール航空ブランド、単距離フルサービスは
シルクエアブランド、　長距離 LCCはスクー
ト、単距離 LCCはタイガーエアとブランド
を分けている。これは消費者に価格やサービ
スを明快にコミットし、ニーズに応えるため
である。ルフトハンザも自社名では長距離フ
ルサービス、国内および EU域内の単距離フ
ルサービスはシティライン、LCCはジャー
マンウイングスと明確化している。航空便、
特に LCCは旅客の自己責任が問われ、価格
に対応したサービスを提供されるので、ク
レームを避けるためにもブランドの差別化は
必要である。
　第三は空港にある。LCCは拠点空港では
なく着陸料が安く混雑の少ない二次空港また
は軍用空港を利用する。日本の場合は拠点
空港であるべき成田、羽田、関空、中部が
LCCを誘致している。これは東京の一極集
中もあり、成田と羽田以外の空港は乗り入れ
便が少なく、LCCの参入に依存する必要が
あるからである。　特に中部国際空港は、こ
の 2年間、Best  Regional Airport Awardとい
う地域空港賞を受賞しており、第一種空港で
ありながら、地域空港であるという立ち位置
を認めている。
　空港の着陸料は航空機の最大離陸重量 xlvii

を基本に設定され、当然ながら重量の多い大
型機は高額となる。羽田空港の発着枠拡大以
後、外国航空会社は離発着便を成田から羽田
に移動している。ヴァージンアトランティッ
ク航空は2015年 1 月末日で成田とロンドン線
の撤退を表明しており、成田発着の大型便に
よる長距離路線の採算は再検討すべきもので
ある。また、航空機は安全上の理由から、乗
員搭載の最低人数が義務付けられており、乗
客が少ないからと、搭乗する客室乗務員数を
減らすことはできないため、大型機運航は搭
乗率が確保されない限り、採算があわない。
　筆者が2013年 5 月にドイツでルフトハンザ
航空の路線部長をヒヤリングした時、すでに

2014年には、成田発着の超大型機エアバス
A380は B747に機材変更する計画を述べてい
た。これは、2014年の夏スケジュールより、
羽田空港の日中の発着枠が取得できる見通し
であり、一方、成田には B747で旅客と貨物
需要に備える方向を検討する段階に入ってい
たからである。A380の機材は、大量集客が
今後見通せるドイツと中国間、または北米路
線に集中する計画がたっていた。このような
状況からみると、スカイマーク社の成田路線
にエアバス A380を投入する計画は、当初か
ら航空会社間では無謀とみなされていたこと
になる。
　第四は、消費者教育の必要性である。国民
生活センターは2013年 7 月 4 日、LCC利用
者から寄せられる苦情が急増しているとし
て、問題点を指摘する報告書を発表した。報
告書によると、航空サービスに関する相談件
数は2012年に合計1477件と前年比72％増加、
そのうち LCC関連の相談は579件で4.3倍に
増加した。国内線 LCCの運航開始からが１
年であり、国民生活センターは以下の要望
を LCC全社に通達した。すなわち、予約用
ウェブサイトに最終確認画面を設ける、用語
も分かりやすくする、運賃意外に必須な費用
は運賃に併記もしくは含んだ金額を示す、運
送約款をトラブルが起きないように整える。
消費者用窓口などの体制を整備するなどであ
る。これは消費者が航空サービスがフルサー
ビスが当然のように認識しているために不満
が募る場合もあり、「Value for cost」の考え
方が浸透していない部分もあると考えられ
る。
　LCCの登場で、贅沢な旅を提供していた
航空業は、単なる輸送機関の原点に戻った。
消費者にとり航空旅行の選択肢が拡大し、自
己責任で廉価な旅が可能になった点、また諸
外国では地方空港が安い航空運賃で旅行する
観光客により地域活性化につながった事例も
多い。
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　バス並みの価格で利用できるとして欧米、
南米の LCCは成長したが、わが国の現状で
は小型機利用の LCCで地方空港を結ぶよう
なビジネスモデルはまだ登場していない。現
状では日本の新規航空会社は日本航空、全日
空という大手二社の傘下に入り寡占状態にな
る可能性もみられる。
　航空自由化によりアジアの各種の LCCの
日本市場への参入も期待されるが、2015年に
中部国際空港を拠点として参入すると予測さ
れたエアアジアと楽天の合弁事業は、本論文
の校正時である2015年 1 月には、年末のエア
アジアの事故により、頓挫している。また、
スカイマーク社は増資に際しては日本の航空
会社との共同運航が条件となるという流動的
な状況である。日本における LCCの着地に
はまだ時間がかかるのが現状である。
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